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●学校における消費者教育の重要性はさらに大きくなりました。

●これからの消費者教育に求められているのは？ 「消費者教育研究」

2018 年消費者教育シンポジウムより

• 　

SDGs（持続可能な開発目標）
201 5～203 0年で世界が実現すべき17の目標

　食品ロスの削減

　リサイクル、　地産地消

　省エネ、フェアトレード

　エシカル消費etc

小学校

｢買い物の仕組みや消費者の役割｣を新設　

中学校

キャッシュレス化⇒金銭の管理に関する内容（クレジット
カードの扱い等）を新設

｢消費者市民社会｣の担い手としての基礎を培う

消費者教育の目的（高知県消費者教育推進計画）
1　被害に遭わない自立した消費者 (自ら気付き､判断し､行
　　動することができる消費者）の育成
2　よりよい社会の発展に寄与する消費者の育成
　 （消費者市民社会の形成に参画）
ex　架空請求ハガキが届いたら、消費生活センター へ通報する
　　　批判的思考で商品・サービスを選択したり、エシカル消費を

　　　実践する

学習指導要領改訂のポイント 消　費　者　教　育
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何ができるようになるか

何を学ぶか

どのように学ぶか

教科横断的な教育課程（カリキュ
ラム・マネジメント）の実現

食育

環境教育

国際理解教育　

主体的・対話的で深い学びの実現

新しい時代に必要となる資質・能

力を踏まえた教科、科目等の新
設や目標・内容の見直し

持
続
可
能
な
社
会
の
構
築

☆小中学校の内容の系統性を図り、自立した消費者を育成する　⇒消費者教育の充実が重要事項に明記された
☆小学校　⇒食育の推進に関する内容の充実が追加された

☆中学校　⇒主権者教育、防災・安全教育と共に消費者教育が重要事項に明記された

☆２０２２年からの１８歳成年を踏まえ、新科目「公共」を高校１～２年生で履修することが規定され、家庭科では契約の

　重要性や消費者保護に関する内容の充実が図られた

道徳

家庭科

社会科

16

‥‥１８歳成年をめぐる問題は、（○○商法、△△商法といった）一つひとつの問題にどう対応するかや、

契約の知識を身につければそれでよいというものではない。人生における選択には、ものを購入する契

約から、エシカル消費の選択などさまざまである。適切な選択を身につけるためには、より知識を深め

なくてはならない。また契約の問題は、社会とのつながりを考えさせる上で重要なテーマである。人とつ

ながるということは、社会のルールの中で自分がどう行動できるかということであり、持続可能な社会

に自分がどう貢献できるかということにもつながる。

東 珠実 椙山女学園大学教授 日本消費者教育学会長

‥‥だまされない消費者教育、自立した消費者、消費者市民社会の形成に資する消費者の三つの

視点から、家庭科や社会科だけでなく教科を横断した取組やホームルーム、生徒会活動などさまざ

まな時間を利用することが重要。（弁護士、消費生活センターなどの）関係諸機関との連携・協働やア

クティブ・ラーニングも求められている。すべての教師が、１８歳成年時代に必要な資質・能力を身につ

けさせるために、ご自身の担当する授業の中で何ができるか備えて欲しい。

樋口 雅夫 玉川大学教育学部教授


